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〇関係閣僚会合において、都市・地域や産業の総合的な改革を行う取組を
公募し、全国から１３５件の提案応募があり、下記のテーマ・類型別に計３３
件を昨年５月に選定。

【超高齢化・人口減少社会における持続可能な都市・地域の形成】
・地方都市 １０件
・農山漁村・過疎地域等 ６件

【地域産業の成長・雇用の維持創出】
・地元地域資源活用 ５件
・広域地域資源活用 ６件
・産業集積活用 ６件

○３３件のモデルケースについては、関係各省の課長級で構成される政策対
応チーム及び有識者で構成されるワーキングチームが地域に直接赴き、首
長と膝詰めで議論をすることで計画の具体化を図る総合コンサルティングを
実施。

地域活性化モデルケースの選定
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選定されたモデルケース
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まち・ひと・しごと創生法の概要
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地域再生法の一部を改正する法律の概要
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地域再生計画と地方版総合戦略の関係
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番号 都道府県 計画作成主体

1 北海道 夕張市

2 北海道 下川町

3 宮城県 石巻市

4 福島県 会津若松市

5 新潟県 見附市

6 その他
富山県、石川県、
福井県

7 富山県 富山市

8 富山県 南砺市

9 長野県 塩尻市

10 静岡県 浜松市

新規認定

中心市街地活性化基本計画みなし認定

構造改革特別区域計画みなし認定

変更認定

番号 都道府県 計画作成主体

11 愛知県
設楽町、東栄町、
豊根村

12 三重県 三重県

13 三重県 三重県

14 三重県 鳥羽市

15 京都府 宮津市

16 京都府 京丹後市

17 兵庫県 豊岡市

18 岡山県 真庭市

19 愛媛県 西条市

20 熊本県 熊本市

21 熊本県 人吉市

地域再生計画の第３０回認定について
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地域再生計画における取組事例（富山県富山市）

ＫＰＩ 【包括ケアシステム】
●まちなか診療所の在宅診療患者数：100人
●医療介護連携室相談者数：75人
●医療介護連携室ケア会議数：40回
●病児・病後児保育室の利用者数：2,000人
●障害児支援施設の利用者数：200人
●産後ケア応援室の利用者数（宿泊）：1,730人
●産後ケア応援室の利用者数（日帰り）：1,820人

（H31年度）

【高齢者健康増進端末機研究開発】
●おでかけ定期券所有率：25％
●おでかけ定期券利用者数：2,800人/日

（H31年度）

ＫＰＩ

【エゴマの６次産業化の推進】
●新商品開発：50商品

（H31年度）

ＫＰＩ

【エゴマの６次産業化の推進】
●作付面積：26.4ha
●知的障害者雇用：10名

（H31年度）

ＫＰＩ
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地域再生計画における取組事例（北海道下川町）
課題
○人口減少 ピーク時15,000人（S35）→3,500人（H26）
○熱・電力の域外流出12億円
○町面積約64,000 ha（23区に相当）のうち約９割が森林だが、十分な資源活用がされていない
○農林業・農林産システムが構築されていないため、農林業の担い手や新しい雇用が生み出されない

取組

○地域資源を活用し、雇用創出、エネルギー自給、域内
循環、域内生産額の増加

【小規模森林バイオマス地域熱電併給システム】
●雇用者数：10人 （H31年度）

ＫＰＩ

【上名寄集住化住宅整備】
●新規就農者：４戸

（H31年度）

ＫＰＩ

ＫＰＩ

【総合産業活性化】
●新規雇用者：50人（H31年度）

ＫＰＩ

【畜産収益向上クラスターの推進】
●農業生産法人の雇用者：７人

（H31年度）
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地域再生計画における取組事例（三重県）

課題
○特定の業種に過度に偏らない強じんな産業構造の構築
○県内の「食」に関する様々なポテンシャルの活用

取組
○「食」のクラスター形成に向けた魅力発信・企業誘致・人材集積

○地域間連携の強化による新たな商品・ビジネス・価値の創造

ＫＰＩ

●県内労働力人口に占める就業者の
割合の増加：97.5％（H31年度）

ＫＰＩ

●サービス産業（広義）の付加価値
構成比の向上（H31年度）

ＫＰＩ

●「食関連産業」の従業者１人当たり
売上（収入）金額の増加（H31年度）
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地域再生計画における取組事例（愛媛県西条市）
課題
○交流人口の減少
○総合６次産業都市を担うコア的人材の不足
○耕作放棄地の増加

取組
○ステークホルダーと共に創る実践的人材養成
○地域内での新たなイノベーションの創出
○工場の撤退による跡地、大規模未利用農地を有効利用し、植物の施設栽培・水産加工を行う複合施設を整備
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地域再生計画における取組事例（福島県会津若松市）
課題
○人口減少 129千人（H20）→123千人（H25）
○地元産業の衰退 製造業出荷額3,228億円（H19）→2,356億円（H22）
○地元大学卒業生の域外流出 県内就職率22％（H22）
○少子高齢化の進展 老年人口割合25.6％（H22）→39.3％（H52）

取組
○「アナリティクス人材」の戦略的育成・集積
○地域産業の再生・活性化



１２

地域活性化プラットフォームモデルケース今後の展開


